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【公報種別】特許公報の訂正
【部門区分】第７部門第３区分
【発行日】平成26年11月19日(2014.11.19)

【特許番号】特許第5606731号(P5606731)
【登録日】平成26年9月5日(2014.9.5)
【特許公報発行日】平成26年10月15日(2014.10.15)
【年通号数】特許・実用新案公報2014-040
【出願番号】特願2009-291277(P2009-291277)
【訂正要旨】代理人の誤載により下記のとおり全文を訂正する。
【国際特許分類】
   Ｈ０４Ｒ  25/00     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０４Ｒ  25/00    　　　Ｊ
   Ｈ０４Ｒ  25/00    　　　Ｍ
【記】別紙のとおり
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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
  音声信号を生成する入力トランスデューサと、
  補聴器の帰還経路をモデル化するように構成された帰還モデルと、
  補償音声信号を形成するために前記帰還モデルの出力信号を前記音声信号から減じる減
算器と、
  前記減算器の出力に接続された信号処理装置であって、聴力損失補償を行うために前記
補償音声信号を処理する信号処理装置と、
  前記信号処理装置の出力に接続されたレシーバであって、前記処理された補償音声信号
を音声信号に変換するレシーバと、
を備える補聴器であって、
  前記帰還モデルの前記出力信号の残留誤差の推定値に基づき前記補償音声信号の利得を
調整する適応型帰還利得補正部をさらに備える、補聴器。
【請求項２】
  前記帰還モデルは適応型帰還相殺フィルタを備える、請求項１に記載の補聴器。
【請求項３】
  前記残留誤差の前記推定値は前記適応型帰還相殺フィルタの出力信号に基づく、請求項
２に記載の補聴器。
【請求項４】
  前記残留誤差の前記推定値は前記適応型帰還相殺フィルタのフィルタ係数に基づく、請
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求項２に記載の補聴器。
【請求項５】
  前記利得調整は聴力損失補償とは別に行われる、請求項１～４のいずれか一項に記載の
補聴器。
【請求項６】
  前記信号処理装置は一組の周波数帯においてマルチバンド聴力損失補償を行うように構
成され、前記残留誤差の前記推定値は前記各周波数帯ｋにおける残留誤差の推定値Ａｋに
基づく、請求項１～５のいずれか一項に記載の補聴器。
【請求項７】
  前記残留誤差の前記推定値は前記推定値に対する適応広帯域寄与βの推定値に基づく、
請求項６に記載の補聴器。
【請求項８】
  前記利得調整αｋは次式
【数１】

で計算され、式中、
前記各周波数帯ｋにおける残留誤差Ｒｋは次式
【数２】

で計算され、式中、
βは前記推定値に対する前記適応広帯域寄与であり、
Ａｋは前記各周波数帯ｋにおける前記残留誤差に対する寄与である、請求項７に記載の補
聴器。
【請求項９】
  Ａｋは前記適応型帰還相殺フィルタの初期設定中に推定される、請求項８に記載の補聴
器。
【請求項１０】
  βの決定は、前記適応型帰還相殺フィルタの前記フィルタ係数に基づく、請求項２に従
属する請求項８または９に記載の補聴器。
【請求項１１】
  βは次式

【数３】

から計算され、式中、
βｍｉｎはβの最小値を表し、
ｈは特定の周波数を強調するフィルタを表し、
ｃは調整用パラメータであり、
βｎｏｒｍは正規化定数
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【数４】

 
であり、
ｗは前記適応型帰還相殺フィルタの前記係数ベクトルであり、
ｗｒｅｆは、前記フィルタの初期設定中に得られる前記適応型帰還相殺フィルタの基準係
数ベクトルである、請求項１０に記載の補聴器。
【請求項１２】
  前記利得補正部において処理パラメータを平滑化するように構成されたアタックフィル
タとリリースフィルタをさらに備える、請求項１～１１のいずれか一項に記載の補聴器。
【請求項１３】
  音声信号を生成する入力トランスデューサと、
  補聴器の帰還経路をモデル化するように構成された帰還モデルと、
  補償音声信号を形成するために前記帰還モデルの出力信号を前記音声信号から減じる減
算器と、
  前記減算器の出力に接続された信号処理装置であって、聴力損失補償を行うために前記
補償音声信号を処理する信号処理装置と、
  前記信号処理装置の出力に接続されたレシーバであって、前記処理された補償音声信号
を音声信号に変換するレシーバと、
を備える補聴器に関する方法であって、
  前記帰還モデルにより行われる前記帰還経路モデル化の残留誤差を推定する工程と、
  前記推定値に基づき前記補償音声信号の利得を調整する工程と、
を含む方法。
【請求項１４】
  前記帰還モデルは適応型帰還相殺フィルタを備えており、
  前記適応型帰還相殺フィルタの出力信号を監視する工程と、
  前記監視に基づき前記残留誤差を推定する工程と、
をさらに含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
  前記帰還モデルは適応型帰還相殺フィルタを備えており、
  前記適応型帰還相殺フィルタのフィルタ係数を監視する工程と、
  前記監視に基づき前記残留誤差を推定する工程と、
をさらに含む、請求項１３に記載の方法。
【請求項１６】
  聴力損失補償を行う前に前記利得調整工程を行うことをさらに含む、請求項１３～１５
のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１７】
  前記信号処理装置において一組の周波数帯におけるマルチバンド聴力損失補償を行う工
程と、
  前記各周波数帯ｋにおける残留誤差の推定値Ａｋに基づき前記残留誤差を推定する工程
と、
をさらに含む、請求項１３～１６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１８】
  前記残留誤差の前記推定値は前記推定値に対する適応広帯域寄与βの推定値に基づく、
請求項１７に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
  本発明は補聴器において適応型帰還相殺を行う方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
  補聴器は入力トランスデューサ、増幅器、およびレシーバを備える。音声がレシーバの
スピーカから発せられると一部の音声は入力トランスデューサに戻る。入力トランスデュ
ーサに戻るこの音声は次に入力トランスデューサ信号に加算されて再び増幅される。した
がってこの処理は無限に続き、補聴器の利得が高い場合は口笛音（ｗｈｉｓｔｌｉｎｇ）
を引き起こすことすらある。この口笛音の問題は長年知られており、補聴器に関する標準
的な文献では一般的に帰還、リンギング、ハウリング、または発振と呼ばれる。
【０００３】
  帰還はこのように補聴器において実現可能な最大安定利得を制限する。この帰還問題を
回避するいくつかの従来の手法は帰還相殺部を利用する。これにより帰還経路が適応的に
推定され、帰還相殺信号が生成されて補聴器への入力信号から減じられる。これによって
、口笛音が出現する前に１０ｄＢもの追加利得が実現可能である。
【０００４】
  しかしながら、補聴器用の極めて良好な適応ディジタル帰還相殺システムおいてすら常
に残留誤差が存在し、例えば、帰還相殺信号の利得が余りに大きい（この場合、補聴器利
得が適切でなくなる程度に帰還が過補償される）か、あるいは余りに小さい（この場合、
信号の利得が最大安定利得限度を越えることになり、口笛音が生じ得る）のいずれかとな
る。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
  本発明の一つの目的は改良された帰還相殺を有する方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
  本発明の第１の態様は、音声信号を生成する入力トランスデューサと、補聴器の帰還経
路をモデル化するように構成された帰還モデルと、補償音声信号を形成するために帰還モ
デルの出力信号を音声信号から減じる減算器と、減算器の出力に接続された信号処理装置
であって、聴力損失補償を行うために補償音声信号を処理する信号処理装置と、信号処理
装置の出力に接続されたレシーバであって、処理された補償音声信号を音声信号に変換す
るレシーバと、を備える補聴器に関する。本補聴器は、異なる周波数帯において聴力損失
補償を違ったやり方で行うことにより対象使用者の聴力損失の周波数依存性を考慮するマ
ルチバンド補聴器であってよい。マルチバンド補聴器では、入力トランスデューサからの
音声信号は２つ以上の周波数チャネルまたは帯域に分割され、通常、音声信号は各周波数
帯において違ったやり方で増幅される。例えば、対象使用者の聴力損失に従って音声信号
のダイナミックレンジを圧縮するために圧縮器を利用することができる。マルチバンド補
聴器では、圧縮器は、圧縮比だけでなく各帯域に関連する時定数も変化させることにより
各周波数帯において圧縮を違ったやり方で行う。この時定数はアタック時定数とリリース
時定数を指す。
【０００７】
  補聴器はさらに、帰還モデルの出力信号の残留誤差の推定値に基づき補償音声信号の処
理において利得調整を行う適応型帰還利得補正部を備えることができる。
【０００８】
  補聴器は、適応型帰還利得補正部において処理パラメータを平滑するように構成された
アタックフィルタとリリースフィルタを有することができる。
【０００９】
  帰還モデルは、適応型帰還相殺フィルタを備えることができる。
【００１０】
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  残留誤差の推定値は、適応型帰還相殺フィルタのフィルタ係数に基づいてよい。
【００１１】
  残留誤差の推定値は、適応型帰還相殺フィルタの出力信号の監視に基づいてよい。
【００１２】
  適応型帰還相殺フィルタの出力信号の信号電力レベルは、適応型帰還相殺フィルタのフ
ィルタ係数の振る舞い／適応性に関係するので、別の実施形態では残留誤差の推定値は適
応型帰還相殺フィルタの出力信号の信号電力レベルに基づいてよいであろう。あるいは残
留誤差の推定値は、適応型帰還相殺フィルタの出力信号の信号電力レベルだけでなく適応
型帰還相殺フィルタのフィルタ係数にも基づいてもよい。
【００１３】
  利得調整は聴力損失補償とは別に行われてよい。
【００１４】
  信号処理装置は、一組の周波数帯においてマルチバンド聴力損失補償を行うように構成
されてよい。このとき残留誤差の推定値は、各周波数帯ｋにおける残留誤差の推定値Ａｋ

に基づいてよい。
【００１５】
  帰還経路における変化に適応する帰還モデル（例えば適応フィルタ）は、広帯域モデル
であってよい。すなわちモデルは補聴器の実質的に全周波数範囲で、あるいは一組の周波
数帯に分割されることなく補聴器の周波数範囲のかなりの部分で動作し、したがって残留
誤差の推定値は、推定値に対する適応広帯域寄与βの推定値に基づいてよい。
【００１６】
  帰還モデルは、各周波数帯における帰還経路の個々のモデル化のために一組の周波数帯
に分割されてよい。この場合、残留誤差の推定値は、帰還モデルの各周波数帯ｍにおける
推定値に対する適応寄与の推定値βｍに基づいてよい。
【００１７】
  帰還モデルの周波数帯ｍと聴力損失補償の周波数帯ｋは、同一であってもよいが異なる
ことが好ましい。帰還モデルの周波数帯の数値ｍは聴力損失補償の周波数帯の数値より小
さいことが好ましい。
【００１８】
  本発明の第２の態様は、音声信号を生成する入力トランスデューサと、補聴器の帰還経
路をモデル化するように構成された帰還モデルと、補償音声信号を形成するために帰還モ
デルの出力信号を音声信号から減じる減算器と、減算器の出力に接続された信号処理装置
であって、聴力損失補償を行うために補償音声信号を処理する信号処理装置と、信号処理
装置の出力に接続されたレシーバであって、処理された補償音声信号を音声信号に変換す
るレシーバと、を備える補聴器における方法に関する。
【００１９】
  本方法はさらに、帰還モデルにより行われる帰還経路モデル化の残留誤差を推定する工
程と、推定値に基づき補償音声信号の利得を調整する工程とを含むことができる。
【００２０】
  帰還モデルは適応型帰還相殺フィルタを備えることができる。この場合、本方法はさら
に、適応型帰還相殺フィルタのフィルタ係数を監視する工程と、監視に基づき残留誤差を
推定する工程を含むことができる。
【００２１】
  利得調整工程は聴力損失補償を行う前に行われるとよい。
【００２２】
  本発明の第３の態様は、信号処理装置と、信号処理装置に電気的に接続された入力トラ
ンスデューサと、信号処理装置に電気的に接続されたレシーバと、レシーバから入力トラ
ンスデューサまでの信号経路からの帰還を抑制するように構成された適応型帰還相殺フィ
ルタと、を備える補聴器であって、信号処理装置の利得パラメータを適応型帰還相殺フィ
ルタの係数に基づいて調整するように構成された帰還利得補正部をさらに備える補聴器に
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関する。
【００２３】
  信号処理装置の利得パラメータの調整は、信号処理装置への入力信号の利得調整を含む
ことができる。
【００２４】
  利得パラメータの調整はさらに、一組の基準係数に基づいてよい。
【００２５】
  利得パラメータの調整はさらに、帰還相殺フィルタのフィルタ係数の一組の基準フィル
タ係数からの偏差に基づいてよい。
【００２６】
  基準係数は、フィッティング状態中に測定によりおよび／または以前の利得調整に基づ
く推定により設定されてよい。
【００２７】
  本発明の第４の態様は、補聴器の信号処理装置の利得パラメータを調整する方法であっ
て、補聴器の帰還相殺フィルタのフィルタ係数を監視する工程と、監視フィルタ係数に基
づいて信号処理装置の利得パラメータを調整する工程と、を含む方法に関する。
【００２８】
  信号処理装置の利得パラメータの調整は、信号処理装置への入力信号の利得調整を含む
ことができる。
【００２９】
  信号処理装置の利得パラメータの調整はさらに、一組の基準フィルタ係数に基づいてよ
い。
【００３０】
  利得パラメータの調整はさらに、帰還相殺フィルタのフィルタ係数の一組の基準フィル
タ係数からの偏差に基づいてよい。
【００３１】
  信号処理装置の利得パラメータの調整は、複数の周波数帯において帯域的手法で決定さ
れても、あるいは広帯域において決定されてもよく、そして複数の周波数帯において帯域
的手法で行われてよい。
【００３２】
  信号処理装置の利得パラメータの調整は、複数の周波数帯において帯域的手法で決定さ
れても、あるいは広帯域において決定されてもよく、そして広帯域において行われてよい
。
【００３３】
  帰還相殺は、入力信号から推定帰還信号を減じることにより行うことができる。
【００３４】
  信号処理装置は、雑音低減および／またはラウドネス復元を行うように構成することが
できる。
【００３５】
  本発明は、図面を参照し、さらに詳細に検討される。
【図面の簡単な説明】
【００３６】
【図１】補聴器を概略的に図示する。
【図２】帰還相殺を有する補聴器を概略的に図示する。
【図３】補聴器内の帰還相殺の概念的概略図である。
【図４】利得補正を有する帰還相殺の概念的モデルを概略的に図示する。
【図５】利得補正を有する適応型帰還相殺を有する補聴器を概略的に図示する。
【図６】帰還相殺部を備えた補聴器の概略図である。
【図７】本発明による方法の実施形態のフローチャートを示す。
【図８】本発明による方法の好ましい実施形態のフローチャートを示す。
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【発明を実施するための形態】
【００３７】
  次に、適応型帰還利得補正について、様々な例が示された添付図面を参照し以下に詳細
に説明する。添付図面は概略であり明確にするために単純化された。これらの図面は本発
明の理解に不可欠な詳細を示すだけであり他の詳細は省略した。本発明は、添付図面に示
されない異なる形式で具現化可能であり、本明細書に記載の例に限定するように解釈すべ
きでない。むしろ、これらの例は本開示が詳細かつ完全となるように提示され、当業者に
本発明の範囲を完全に伝えるであろう。同様な参照符号は本明細書を通して同様な要素を
指す。
【００３８】
  補聴器の実施形態は入力トランスデューサ、増幅器、およびレシーバを備える。一般的
には、トランスデューサはエネルギーを１つの形式から別の形式へ変換可能な手段である
と理解される。一実施形態では、入力トランスデューサは音響信号を電気信号に変換可能
な手段であるマイクロホンである。別の実施形態では、磁場のエネルギーを電気信号に変
換可能なテレコイルである。好ましい実施形態では入力トランスデューサはマイクロホン
とテレコイルの両方を備えるが、マイクロホン入力とテレコイル入力を切り替え可能なス
イッチシステムを備えていてもよい。使用中、レシーバから発せられた音声の一部はマイ
クロホンにおいて受信される。また、レシーバのコイルにより生成された電磁場はテレコ
イルに到達し電磁場または磁場に加わってテレコイルにより捕捉されることがある。レシ
ーバにより発せられ入力トランスデューサにより受信されるこの音声と電磁場は帰還と呼
ばれる。これはある周波数の再増幅をもたらし補聴器の装着者にとって不快なものとなり
得るので望ましくない。したがって補聴器内に帰還相殺部を備えるとよい。入力トランス
デューサはマイクロホン等であってよい。帰還を引き起こし得るのは可聴音だけではない
。補聴器筐体における振動もまた帰還を引き起こし得る。
【００３９】
  したがって、上記のように、帰還相殺器の性能の限界により、推定された帰還相殺信号
と実際の帰還信号との間の残留誤差が残ることがある。したがって本発明の一つの目的は
、帰還相殺システムの残留誤差が考慮された帰還相殺システムを設けることにより帰還相
殺を改善するシステムを提供することである。
【００４０】
  本発明は、帰還モデルの残留誤差を低減するあるいはそれをなくすために適応型帰還利
得補正（Ａｄａｐｔｉｖｅ  Ｆｅｅｄｂａｃｋ  Ｇａｉｎ  Ｃｏｒｒｅｃｔｉｏｎ：ＡＦ
ＧＣ）を提供する。これを実現するためには、モデル誤差の推定値が与えられなければな
らない。このモデル誤差の推定値は、安定性を維持するとともに正常なラウドネスを理想
的に復元することができる適切な利得補正を与えるために、予め決定された最大安定利得
限界と組み合わせてもよい。
【００４１】
  通常、補聴器は聴力損失補償を異なる周波数帯において違ったやり方で行うことにより
対象使用者の聴力損失の周波数依存性を考慮する。このような多チャンネルまたはマルチ
バンド補聴器は、入力トランスデューサ（例えば１つまたは複数のマイクロホン、テレコ
イルなど）からの音声信号を２つ以上の周波数チャネルまたは帯域に分割し、通常、音声
信号を各周波数帯において違ったやり方で増幅する。例えば、対象使用者の聴力損失に従
って音声信号のダイナミックレンジを圧縮するために圧縮器を利用することができる。マ
ルチバンド補聴器では、圧縮器は、圧縮比だけでなく各帯域に関連する時定数も変化させ
ることにより各周波数帯において圧縮を違ったやり方で行う。この時定数はアタック時定
数とリリース時定数を指す。アタック時間は大きな音声の開始で圧縮器が応答して利得を
低くするのに必要な時間である。逆に、リリース時間は大きな音声の停止後に圧縮器が応
答して利得を増加するのに必要な時間である。
【００４２】
  マルチバンド補聴器では、モデル誤差の推定値は、安定性を維持するとともに正常なラ
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ウドネスを理想的に復元することができる適切な利得補正を与えるために、各周波数帯に
おける予め決定された最大安定利得限界と組み合わせてもよい。
【００４３】
  図１に、補聴器１０における一般的な帰還を概略的に図示する。図１では、外部信号は
マイクロホン１２により受信される音響信号であり、マイクロホン１２はこの音響信号を
信号処理装置１４に入力される音声信号に変換する。信号処理装置１４では、音声信号は
使用者の聴力損失に合わせて増幅される。信号処理装置１４は例えばマルチバンド圧縮器
を備えることができる。信号処理装置１４の出力信号はレシーバ１６により音響信号に変
換され、レシーバ１６は補聴器が使用者により適正に装着された場合にこの音響信号を使
用者の鼓膜方向に導く。図１の帰還経路２２により示すように、通常、レシーバ１６から
の音響信号がマイクロホン１２へも伝播することを完全には防ぐことができない。
【００４４】
  信号１８がレシーバ１６から入力トランスデューサ１２へ漏れて戻る現象は帰還と呼ば
れる。低増幅では、帰還は無害な影響を音声に与えるだけである。しかしながら、補聴器
利得が大きくレシーバ１６から入力トランスデューサ１２へ伝播して戻る増幅信号が元の
信号のレベルを越え始めると、帰還ループは不安定になり可聴歪みときしみ音を生じる。
【００４５】
  この帰還問題を克服するために、たいていのディジタル補聴器は図２に示すような帰還
相殺と呼ばれる技術を利用する。
【００４６】
  図２には、帰還モデル１５を有する従来の補聴器１０のブロック線図を概略的に図示す
る。帰還モデル１５は帰還経路２２をモデル化する、すなわち帰還モデルは帰還経路２２
に沿って伝達される信号と同一の信号を生成しようとする。従来の補聴器１０では、帰還
モデル１５は通常、帰還経路２２における変化に適応する適応ディジタルフィルタ１５で
ある。補聴器１０はさらに、入力音声を受信し音声信号に変換するマイクロホン１２を備
える。音声信号は補聴器１０の使用者の聴力損失を補償するために信号処理装置１４にお
いて処理される。レシーバ１６は信号処理装置１４の出力を音声に変換する。このように
して信号処理装置１４は、増幅器、圧縮器、雑音低減システム等の様々な信号処理要素を
備えることができる。帰還モデル１５は帰還信号２４を抑制または相殺するために減算部
１７へ補償信号を生成し、これによって帰還経路２２に沿った帰還は信号処理装置１４に
おいて処理が始まる前に抑制または相殺される。
【００４７】
  外部帰還経路２２はレシーバ１６とマイクロホン１２間の破線１８、２４として示され
る。外部帰還経路２２はマイクロホン１２がレシーバ１６から音声を捕捉することを可能
にし、このことは口笛音などのよく知られた帰還問題の原因となり得る。レシーバ１６と
マイクロホン１２間には内部帰還経路も存在し得る。内部帰還経路としては、補聴器１０
の筐体内のレシーバ１６とマイクロホン１２間の音響的結合、機械的結合または音響的お
よび機械的結合の両方の組み合わせが挙げられる。
【００４８】
  帰還モデル１５が外部および／または内部帰還経路２２を完全にモデル化しないと、帰
還信号の一部は再び増幅される。以下では、帰還経路のモデル１５と実際の帰還経路２２
との差分が補聴器１０の増幅へ与える影響について説明する。
【００４９】
  本明細書の残りの部分では単純化された数学表記を用いる。ここでは小文字は時間領域
信号を表し大文字はそのｚ変換を表す。すべてのアナログ部品の線形性を仮定しそれらの
寄与を１つの帰還経路にマージすることにより図２を単純化することができる。その結果
、図３を得る。
【００５０】
  図３には、補聴器１０の信号経路を概略的に図示する。図３に示すように、使用者に提
供される難聴補正出力信号ｚを与えるために、音声信号２６は入力トランスデューサによ
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示せず）に漏れて戻る帰還信号２４に加算される。帰還信号２４は、減算部１７における
帰還モデル１５のモデル信号２８の減算により補正または抑制される。帰還モデル１５は
帰還補償フィルタを備えることができる。
【００５１】
  図３を参照すると、残留誤差は次のように定義される。
Ｒ＝Ｆ－Ｃ
これは帰還モデル１５の出力信号と実際の帰還経路２２を介し入力トランスデューサに漏
れて戻る信号との差分を表す。
 
 
【００５２】
  この残留誤差を使用することにより図３のモデルの伝達関数は次のようになる。
【数１】

これは、補聴器により提供される実効利得は補聴器の利得であるＧ（｜ＧＲ｜＜＜１すな
わち残留誤差が非常に小さい場合はＧ）を近似することを示す。
【００５３】
  以下では、帰還相殺を有する補聴器の出力電力と完全な帰還相殺を有する補聴器（すな
わちＲ＝０の補聴器）とを比較する。このような理想的補聴器の期待出力電力は次のよう
に与えられる。
【数２】

式中、Ｅは期待値演算子である。
【００５４】
  実際の補聴器の期待出力電力は次のように与えられる。

【数３】

 
【００５５】
  これらの電力推定値を除算することで、ＦとＣ間の不整合により補聴器が使用者に誤っ
て与える過剰利得ｇｅを定義する。
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【数４】

 
【００５６】
  この定義を実際に使用するためには、期待値演算子の具体的な解を依然として必要とす
るが、これはＲの位相についていくつかの仮定をすることにより可能である。例えば、Ｒ
に関する正確な位相情報がない場合、最悪ケース過剰利得ｇｗｃｅは次のようになる。
【数５】

 
【００５７】
  あるいは、より現実的には、期待過剰利得ｇｅｅは複素平面において全角度にわたって
積分すること（位相は一様に分布するという仮定に対応する）により得ることができ、次
のようになる。

【数６】

 
【００５８】
  原理的に、楽観的推定値は「位相は常に分母を最大にする」と仮定することにより計算
することができるが、これは通常、あらゆる使用のためには非常に正確な位相情報を必要
とする。
【００５９】
  先の章では、真の帰還経路Ｆと帰還モデルＣ間の不整合が補聴器により与えられる実効
利得をどのように変えるかを示した。次に、過剰利得を補正する設計について考察する（
実効利得が所望利得を越える予想ケースを仮定する）。
【００６０】
  図４には、本発明の一実施形態における信号処理を概略的に図示する。図４に示す信号
のすべてが観測できるとは限らないということに留意すべきである。図４には、音声信号
ｘを生成する入力トランスデューサ（図示せず）と、補聴器の帰還経路Ｆをモデル化する
ことにより信号ｃを生成するように構成された帰還モデルＣ（好ましくは適応型帰還相殺
フィルタ）とを備える補聴器の信号処理を例示する。補聴器はさらに、補償音声信号ｅ＝
ｘ＋ｆ－ｃを形成するために音声信号ｘから帰還モデルＣの出力信号ｃを減じる減算器（
図示せず）を有する。信号ｆは、帰還経路Ｆに沿って入力トランスデューサに伝播して戻
り入力トランスデューサにより変換された帰還信号である。さらに、聴力損失補償を行う
ために補償音声信号ｅを処理する信号処理装置は減算器の出力に接続され、処理された補
償音声信号ｚを、補聴器が使用者により適切に装着された場合に使用者の鼓膜に向かって
導かれる音声信号に変換するレシーバ（図示せず）は信号処理装置の出力に接続される。
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【００６１】
  残留誤差ｒ（すなわち、帰還モデルＣにより生成されたモデル信号ｃとレシーバ（図示
せず）から入力トランスデューサ（図示せず）へ伝播し戻った信号ｆとの差分）の影響を
補償するために、補聴器は補償音声信号ｅの利得調整αのための適応型帰還利得補正部Ａ
ＦＧＣをさらに備える。利得調整αは、帰還モデルＣにより行われる帰還経路モデル化の
残留誤差ｒの推定値から決定される。
【００６２】
  図４に示す実施形態では、利得調整αは、信号処理装置において適用された利得と帰還
モデルＣのパラメータ（例えば、帰還モデルＣの適応型帰還相殺フィルタのフィルタ係数
）とに基づく。
【００６３】
  図示された実施形態では、利得調整は、信号処理装置において行われる聴力損失補償と
は別にかつその前に行われる。このようにしてＡＦＧＣ以外の信号処理回路は設計され、
従来の方法で使用することができる。例えば、補聴器を対象使用者の聴力損失にフィッテ
ィングするために信号処理装置内のマルチバンド圧縮器のニーポイント、圧縮比、および
時定数を調整するのに使用されるフィッティングソフトウェアは通常、開発するにはかな
り複雑である。図４に図示するＡＦＧＣの構成では、このようなフィッティングソフトウ
ェアはＡＦＧＣを組み込むために変更される必要はない。
【００６４】
  さらに、図４の信号処理装置は所望の音響信号から生成された音声信号の所望箇所のラ
ウドネスと合致する信号ｙで動作するので、聴力損失補償（例えばラウドネス復元）は目
的の信号に基づくことが知覚される。
【００６５】
  利得調整は信号経路内の他の位置（例えば信号処理装置の後ろ）で行われてもよいが、
この場合、処理の他の部分は帰還モデルＣの残留誤差ｒに対処しなければならない。
【００６６】
  マルチバンド補聴器では、利得調整αｋは補聴器の周波数帯ごとに決定されることが好
ましい。
【００６７】
  利得調整αの決定についてさらに以下に説明する。
【００６８】
  図４では、信号ｘは入力トランスデューサ（図示せず）により与えられる音声信号であ
り、信号ｒもまた入力トランスデューサ（図示せず）により与えられる残留誤差信号であ
り、そしてｆは真の帰還信号である。図示された信号のすべてを観測できるとは限らない
ことに留意すべきである。補聴器処理装置により観測すなわち決定され得る信号はｅ、ｃ
、ｙ、ｚである。（理想的には）利得補正後の信号電力が音声信号のものに対応するよう
に、したがって出力ｚが所要の増幅を反映するように、次式
【数７】

を満たす利得係数すなわち利得補正係数αを発見することが望ましい。表記し易いように
、以下において期待値演算子は省略され、その代りに分散が用いられる（これはすべての
信号は零の平均値を有するので妥当である）。
【００６９】
  残留誤差ｒと音声信号ｘは無相関であるという仮定の下では（帰還相殺器は相関を最小
化するように動作するのでこれは合理的な仮定である）、帰還補正信号ｅの信号電力は次
のように与えられる。
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【数８】

 
【００７０】
  次に利得補正係数αを適用することにより次式を得る。

【数９】

これは理想的には音声信号電力と合致する（下記参照）。
【００７１】
  補聴器利得Ｇを適用し、残留誤差モデルを通して伝播させると次式を得る。

【数１０】

 
【００７２】
  上記式をすべて組み合わせることにより、信号ｅの信号電力についての以下の推定値を
得る。
【数１１】

 
【００７３】
  項を再配列すると音声信号電力についての以下の推定値が得られる（αが１に設定され
た場合、上に提示されたｇｅｅの推定値との対応に注意されたい）。
【数１２】

 
【００７４】
  これを利得補正

【数１３】

後の電力と一致させると次式を得る。



(14) JP 5606731 B6 2014.11.19

10

20

30

40

50

【数１４】

 
【００７５】
  次に分散で割って項を書き直すと次の２乗利得補正を得る。

【数１５】

 
【００７６】
  上記結果の複数の帯域への拡張は可能である。各帯域ｋ毎に、残留誤差｜Ｒｋ｜は定義
され、所望利得｜Ｇｋ｜と次のように組み合わせられる。
【数１６】

 
【００７７】
  次に、適応型帰還利得補正（ＡＦＧＣ）実施の具体化について以下にさらに詳細に検討
する。
【００７８】
  残留誤差｜Ｒｋ｜を決定する１つの方法について図５に関連し以下にさらに説明する。
図５には、ディジタル周波数ワーピング（ｄｉｇｉｔａｌ  ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ  ｗａｒ
ｐｉｎｇ）を用いてダイナミックレンジ圧縮を行う圧縮器を備えた補聴器を概略的に図示
する。このような補聴器は国際公開第０３／０１５４６８号にさらに詳細に開示され、特
にワープ圧縮器（ｗａｒｐｅｄ  ｃｏｍｐｒｅｓｓｏｒ）の基本的な動作原理は国際公開
第０３／０１５４６８号の図１０と明細書の対応部分に示される。図５に示す本発明によ
る補聴器は、国際公開第０３／０１５４６８号の図１０の補聴器に対応するが、帰還相殺
、ＡＦＧＣ、および雑音低減が補聴器の信号処理回路に追加された。他の処理回路もまた
追加してよい。本発明は、周波数帯がワープされないマルチバンド補聴器においても有利
に使用することができる。
【００７９】
  図５に概略的に図示された補聴器は単一のマイクロホン１２を有する。しかしながら補
聴器は２つ以上のマイクロホン（可能性としてビームフォーマ（ｂｅａｍｆｏｒｍｅｒ）
と共に）を備えることができる。簡単にするために、これらの部品は示されない。同様に
、簡単にするために、可能なＡ／ＤおよびＤ／Ａ変換器、バッファ構成、随意の追加チャ
ンネル等は示されない。
【００８０】
  マイクロホン１２により受信された入力信号は、信号が零の平均値を有することを保証
するＤＣフィルタ３２に通されるが、これは先に検討されたように統計値の計算に便利で
ある。別の実施形態では、マイクロホン１２により受信された信号は直接減算器１７に通
してよい。
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【００８１】
  既に説明したように、帰還相殺は、音声信号ｘから推定帰還信号ｃを減じることにより
適用することができる。帰還信号推定値は、補聴器の（遅延）出力信号ｚで動作する一連
の固定フィルタ３７と適応フィルタ４１を備えるディジタル帰還抑制（ｄｉｇｉｔａｌ  
ｆｅｅｄｂａｃｋ  ｓｕｐｐｒｅｓｓｉｏｎ：ＤＦＳ）サブシステム１５により計算され
る。原理的には１つの適応フィルタ４１だけが必要であるが、固定フィルタ３７とバルク
遅延３９はここでは効率と性能のために組み込まれた。固定フィルタ３７は通常、ある時
点で（例えば、補聴器が耳において作動されると、あるいはフィッティング状況で）初期
設定される全極フィルタまたは一般的な無限インパルス応答（ＩＩＲ）フィルタである。
適応フィルタ４１は好ましくは有限インパルス応答（ＦＩＲ）フィルタであるが、原理的
には他の任意の適応フィルタ構造（格子、適応ＩＩＲ等）を使用することができる。好ま
しい実施形態では、適応フィルタ４１は全零フィルタである。
【００８２】
  図示された実施形態では、ＤＦＳは広帯域システムである、すなわちＤＦＳはマルチバ
ンド補聴器の全周波数範囲で動作する。しかしながらラウドネス復元を行う補聴器の信号
処理装置（例えば圧縮器）と同様に、ＤＦＳは各ＤＦＳ周波数帯において個々の帰還相殺
を有する多くの周波数帯に分割されてもよい。信号処理装置周波帯の数とＤＦＳ周波数帯
の数は同一であってもよいが通常は異なる。好適には、ＤＦＳはラウドネス復元を行う信
号処理装置より少ない数の周波数帯を有する。ＤＦＳサブシステム１５の出力信号ｃは音
声信号ｘから減じられ、周波数領域に変換される。国際公開第０３／０１５４６８号にお
いて（詳細には国際公開第０３／０１５４６８号の図１０と明細書の対応部分において）
さらに詳細に説明されるように、図５に示す補聴器は信号の解析を信号経路外で行う側枝
構造（ｓｉｄｅ－ｂｒａｎｃｈ  ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ）を有し、信号成形は側枝の出力か
ら構築される時間領域フィルタを使用することにより行われる。ワープ側枝システム（ｗ
ａｒｐｅｄ  ｓｉｄｅ－ｂｒａｎｃｈ  ｓｙｓｔｅｍ）は高品質低遅延信号処理の利点を
有するが、原理的には任意の教科書的なＦＦＴシステム、マルチレートフィルタバンク、
または非ワープ側枝システム（ｎｏｎ－ｗａｒｐｅｄ  ｓｉｄｅ－ｂｒａｎｃｈ  ｓｙｓ
ｔｅｍ）を使用することができる。したがって周波数ワーピングを用いると便利であるが
、本発明を実行するためには全く必要ない。
【００８３】
  信号の解析は、各ワープ周波数帯毎の信号電力推定値を与えるワープ高速フーリエ変換
（ＦＦＴ）を構築することで始まる。ワーピングは、ＦＩＲフィルタ４３のタップ遅延線
における単位遅延を全通過フィルタにより置換することによりＦＩＲフィルタ４３におい
て得られる。このとき、ワープ側枝５１では、一連のいわゆる利得エージェントがこれら
の電力推定値を解析し、特定の順序で各帯域における利得および対応する電力を調整する
。ここで示された順序は、適応型帰還利得補正（ＡＦＧＣ）４５、雑音低減４７、ラウド
ネス復元４９の順である。他の実施形態は他の組み合わせまたは系列を使用することがで
きる。
【００８４】
  第１の利得エージェントＡＦＧＣ４５は、矢印５３により示されるようにＤＦＳサブシ
ステム１５（帰還モデルの相対誤差の推定値を与える）から入力を得る。また、矢印５５
により示されるように、先の反復で計算されるようなラウドネス復元ブロック４９により
出力される周波数領域の利得ベクトル（ワープＦＩＲフィルタ４３により印加されるよう
な電流利得を表す）はＡＦＧＣ４５に入力される。次に、ＡＦＧＣ４５は、適切な利得調
整を計算するためにこれらの入力とそれ自身の帰還基準利得設定（例えば、フィッティン
グ状況中に帰還経路を測定または推定することにより初期設定から得られる予備的知識）
とを組み合わせる。利得調整の決定については以下にさらに詳細に説明する。雑音低減を
実現するここで示された第２の利得エージェント４７は随意である。雑音低減は現代の補
聴器ではしばしば用いられる快適な特徴である。併せて最初の２つの利得エージェントは
、聴力損失には関係なく信号が任意の聴取者に対して最適に提供されるようなやり方で信
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号を成形しようとする、すなわち不要な雑音または帰還のない元の信号のエンベロープを
復元しようとする。
【００８５】
  最後に、残りの利得エージェント４９は使用者依存聴力損失を補償するためにラウドネ
スを調整する。ＡＦＧＣ部４５により行われるように帰還のない元の信号のラウドネスを
復元することと、ラウドネス復元ブロック４９により行われるように聴力障害聴取者の正
常なラウドネス知覚を復元することとの大きな違いに留意すべきである。後者は通常、か
なりの増幅（帰還抑制システムの必要性の原因となる）を必要とし、しばしばマルチバン
ド圧縮と組み合わせられ、そして（より大きな増幅を大きな信号より、ソフトな信号に与
える）戦略を制限する。
【００８６】
  前述のように、原理的には、利得チェーン内のエージェント４５、４７、４９は再順序
付けされてよい（例えばチェーンの端にＡＦＧＣエージェント４５を置くことにより）。
しかしながら、聴力損失依存調整（非線形でかつ音圧レベル依存性があるかもしれない）
を行う前に最初に信号のエンベロープを補正する図示の順序を用いることが現在は好まし
い。
【００８７】
  利得チェーンの端では、周波数領域の出力利得ベクトル（各周波数帯の個々の利得エー
ジェントの寄与の組み合わせを含む）により構成される出力５５は、逆高速フーリエ変換
（ＩＦＦＴ）５７を用いて時間領域へ変換されワープＦＩＲフィルタの係数ベクトルとし
て用いられる。矢印５５により図示されるように、利得ベクトルは次の利得調整決定に用
いられるＡＦＧＣ部４５に伝達され戻される。
【００８８】
  最後に、ワープＦＩＲフィルタ４３を通過した信号は、レシーバ１６および／またはマ
イクロホン１２の（恐らく未知の）非線形性が帰還経路にあまり大きな影響を与えないこ
とを保証するために出力リミッタ５９において出力制限される。さもなければ、ＤＦＳシ
ステム１５は極端な信号レベルを適切にモデル化しそこなう場合がある。実際は、個別の
出力制限は、既に例えばダイナミックレンジ圧縮器によりあるいはディジタル信号処理装
置（ＤＳＰ）の固定小数点精度における制限により提供されているので随意である。
【００８９】
  実際の利得補正を計算するために、残留誤差のモデルが必要である。
【００９０】
  残留誤差は次式により近似できると考えられる。
【数１７】

式中、βは帰還相殺器の微小残差の適応広帯域推定値であり、｜Ａｋ｜は帰還経路の予備
的知識に基づく帯域依存定数を与える。
【００９１】
  この式を用いると帯域ｋの２乗利得調整は次のようになる。

【数１８】
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これはｄＢ尺度では次のように変換される。
【数１９】

式中、ΔｇｋはｄＢでの利得補正の目標、すなわち利得調整の目標を与える。側枝におけ
る利得は通常、対数領域で計算されるのでここでは線形形式αｋの代わりに符号Δｇｋが
用いられる。以下では、（βｄＢ＋σｋｄＢ＋ＡｋｄＢ）は未補正残差帰還利得（ｕｎｃ
ｏｒｒｅｃｔｅｄ  ｒｅｓｉｄｕａｌ  ｆｅｅｄｂａｃｋ  ｇａｉｎ）ｒｕ（ｄＢ）と呼
ばれる。実際上、ｒｕは、利得チェーンの出力（すなわちラウドネス復元ブロック４９の
出力）において利用可能な実際の補聴器利得（すべての利得エージェントの寄与、直前の
利得補正、帰還基準利得を含む）から再帰的に更新されることになる。
【００９２】
  様々な利得は閉ループで更新されるので発振が発生することがある。障害の可能性のあ
る利得変動を低減するために、利得調整はアタックフィルタとリリースフィルタを用いて
平滑化される。帰還経路における突然の変化に迅速に応答するために高速アタックを使用
することができる。潜在的な発振は、低利得方向に緩やかにリリースすることにより減衰
される。
【００９３】
  図示の実施形態では、アタックフィルタとリリースフィルタは２段階で適用される。第
１段階では、すべての帯域に使用されるＤＦＳ特性βは設定可能なアタック速度とリリー
ス速度で平滑化される。各帯域において適用される第２の段階では、瞬時アタックは緩や
かな固定ステップリリースと組み合わせられる。
【００９４】
  各帯域毎に指数と対数を計算することはＤＳＰ上ではかなり高価であるので、その代り
に近似を用いることができる。
【００９５】
  以下では、各周波数帯ｋの定数Ａｋの推定値を決定する１つの方法が開示される。｜Ａ

ｋ｜は帰還基準利得を表す。｜Ａｋ｜は、帰還相殺器の初期設定により（例えば、補聴器
のフィッティング中に帰還経路のインパルス応答を測定することにより）得られる帰還経
路の知識から推定することができる。帰還モデルは帰還基準利得｜Ａｋ｜を発見するため
の良好な出発点である。しかしながらモデルは不正確かもしれないので他の可能な帰還経
路も考えることは有用である。
【００９６】
  例えば、校正手順が２つの最大安定利得ＭＳＧ曲線（すなわちＭＳＧｏｎ、ＭＳＧｏｆ

ｆ）を提供してもよい。ＭＳＧｏｆｆ曲線は初期設定手順により測定されるような帰還利
得曲線の逆数である。ＭＳＧｏｎ曲線（誤差曲線としても知られる）は、モデル化帰還利
得曲線と測定帰還利得曲線との差分の逆数である。
【００９７】
  初期設定から、次の３つの帰還経路（１）内部経路、（２）外部経路、（３）内部経路
と外部経路との差分を導出することができる。内部経路は単に、校正手順により得られる
インパルス応答にフィッティングされたモデルである。定常波を回避するために、帰還経
路のインパルス応答の測定はＭＬＳ信号を用いることにより行われることが好ましい。他
の信号（例えば帯域制限白色雑音）もまた同様に使用することができる。外部経路は、そ
の振幅応答が逆ＭＳＧｏｆｆ曲線と同一である初期設定において得られる生のインパルス
応答により定義される。第３の経路はＭＳＧｏｎ曲線から得ることができる。通常、ＭＳ
Ｇｏｎ曲線は、加算された安定利得のためにＭＳＧｏｆｆ曲線のかなり上にあり、したが
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【００９８】
  この時点で、アンチエイリアシングとＤＣフィルタの影響が他の何らかの校正手順を通
して既に考慮されていなかったならば、これもまた考慮してよい。
【００９９】
  次に、これらの曲線はワープ周波数領域に変換されなければならないが、これは２つの
異なる方法で行うことができる。いずれにしても、各ワープ帯域（ｗａｒｐ  ｂａｎｄ）
毎に振幅応答により窓を掛けるために好適な窓関数が最初に用いられる。窓が用いられる
場合、窓関数により行われた減衰による帯域境界における信号特徴の損失を考慮するため
に周波数帯はオーバーラップしていることが好ましい。このとき、最大利得（最悪ケース
周波数）を取るか、あるいはパーセバルの定理（Ｐａｒｓｅｖａｌ'ｓ  ｔｈｅｏｒｅｍ
）を用いてすべてのビンの寄与をマージする（すなわち、線形領域において規格化２乗値
を合計する）のいずれかである。
【０１００】
  念のため、利用可能な変換はすべて計算して各帯域における最大値を用いるとよい。こ
れは、狭いピークと広いピークの両方に対する上限推定値の使用を保証し、また基準およ
び固定フィルタのまずいモデル化に起因する潜在的自己誘導帰還も考慮に入れる。
【０１０１】
  以下では、β（帰還相殺器の残留誤差の適応広帯域部分推定値（ａｄａｐｔｉｖｅ  ｂ
ｒｏａｄ－ｂａｎｄ  ｐａｒｔ  ｅｓｔｉｍａｔｅ）を決定する１つの方法が開示される
。
【０１０２】
  校正手順の実行中、帰還経路の予備的知識は適応ＦＩＲフィルタの基準ベクトル形式で
格納される。低利得（例えば、ＭＳＧｏｆｆ以下数ｄＢ）では安定性は適応ＦＩＲフィル
タ係数ベクトルｗをその基準係数ベクトルｗｒｅｆ（初期設定から得られるモデルにおけ
る零を表す）から１ノルム距離内にクランプすることにより保証可能であるということを
示すことができる。ＦＩＲフィルタ係数に適用された場合、係数ベクトルの１ノルムは任
意の入力信号に対しフィルタにより達成可能な増幅の上限を表す。次に、帰還相殺器の解
空間を明示的に制限する代わりに、不安定性の前に利得を調整してマージンを持つことに
よりクランプ推定値（すなわち基準係数に対する１ノルム距離）を暗黙的に用いてもよい
。
【０１０３】
  仮説では、基準ベクトルは真の帰還経路によって生じると想定され、基準係数と適応フ
ィルタ係数との差分は別のＦＩＲフィルタにより処理されてよい。このとき、この仮想フ
ィルタの出力電力は残留誤差の上限を与える。当然ながら、実際は、適応フィルタ係数は
正当な理由で基準から離れて適応すること、そしてこのことは残留誤差の１対１増加をも
たらさないことと、が想定されてよい。結局、基準からの偏差の一部のみが残留誤差に寄
与すると想定されてよい。
【０１０４】
  帰還問題はいくつかの周波数において発生する可能性が他の周波数においてより高いこ
とが知られているので、係数ベクトルを前フィルタ処理することにより推定値においてこ
のことを強調することは可能である。この前フィルタ処理は、直流係数ドリフトまたは音
声信号に対する感度のような別の問題に起因する推定値の潜在的な劣化を回避するのにも
役立つ。
【０１０５】
  最後に、モデルの限界と音響環境により、基準との距離が零になる場合ですら残留誤差
には下限が存在すると考えられる。
【０１０６】
  次に、これらの考えを組み合わせて、微小な残留誤差の以下の推定値を公式化する。
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【数２０】

式中、βｍｉｎは最小残留誤差を表し、ｈは特定の周波数を強調するフィルタを表し、ｃ
は調整用パラメータであり、βｎｏｒｍは同じノルム

【数２１】

を用いて計算される正規化定数（最終実施に際してはｃに含まれてもよい）である。
【０１０７】
  パラメータβｍｉｎは帰還相殺器の静的性能に密接に関係するので、校正手順により与
えられるヘッドルーム推定値に関連付けられてもよい。パラメータｃは帰還相殺器の動的
性能に密接に関係するので試行錯誤により調整されなければならない。ｈの好適な選択は
、ＤＣを除去し高周波を強調するとともに掛算なしで計算可能な一次差分フィルタと思わ
れる。
【０１０８】
  簡単にするために、１ノルムを用いてよく、この場合βは次式
【数２２】

 
および
【数２３】

で計算されるが、ｐ－ノルム、ユークリッドノルム、上限ノルム、最大値ノルム等の他の
ノルム関数を使用してもよい。
【０１０９】
  別の実施形態では、適応型帰還相殺フィルタの出力信号は監視され、残留誤差は出力信
号の監視に基づき推定される。
【０１１０】
  適応型帰還相殺フィルタの出力信号の信号電力レベルは適応型帰還相殺フィルタのフィ
ルタ係数の振る舞い／適応に関係するので、別の実施形態では残留誤差の推定値は適応型
帰還相殺フィルタの出力信号の信号（例えば信号電力レベル）に基づいてよい。あるいは
、残留誤差は、適応型帰還相殺フィルタの出力信号の信号電力レベルだけでなく適応型帰
還相殺フィルタのフィルタ係数にも基づいてよい。
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【０１１１】
  上述のように、本発明は、信号処理装置、信号処理装置に電気的に接続された入力トラ
ンスデューサ、信号処理装置に電気的に接続されたレシーバ、およびレシーバから入力ト
ランスデューサへの信号経路からの帰還を抑制するように構成された適応型帰還相殺フィ
ルタを備える補聴器に関する。本補聴器はさらに、信号処理装置の利得パラメータを適応
型帰還相殺フィルタの係数に基づいて調整するように構成された帰還利得補正部を備える
。
【０１１２】
  上述のように、レシーバにより発せられた音声の一部は、入力トランスデューサに漏れ
て戻ることがある。この漏れは帰還信号を構成する。したがって補聴器内の帰還信号の影
響を抑制または低減する必要がある。信号処理装置の利得パラメータ（例えば利得）を調
整することは、帰還信号の効率的な相殺または抑制を実現すると同時に、使用者に対し最
適のラウドネスを提供すると考えられる。信号処理装置の利得パラメータは、帰還相殺フ
ィルタのフィルタ係数により影響される帰還相殺信号の利得ではなく信号処理装置のフィ
ードフォワード利得であることが理解される。
【０１１３】
  信号処理装置の利得パラメータの調整量を信号処理装置への入力信号の利得調整により
計算または決定することは有利であると考えられる。これによって、聴覚障害補正信号を
与えるために信号処理装置において恐らく非線形信号処理される前に入力信号の利得はス
ケーリングされるので、利得パラメータを調整する簡単な方法が実現される。入力信号は
このようにして信号処理装置により聴覚障害専用処理される前に最適なラウドネスを有し
、したがって聴覚障害補正信号が使用者に提供されるときには最適なラウドネスを有する
ことになる。
【０１１４】
  一実施形態では、利得パラメータの調整はさらに、一組の基準係数（例えば、帰還経路
をモデル化する適応ディジタルフィルタのフィルタ係数）に基づいてよい。基準係数は、
フィッティング状況中に測定により、および／または以前の調整に基づく推定により設定
することができるかもしれない。
【０１１５】
  一実施形態では、利得パラメータの調整はさらに、帰還相殺フィルタのフィルタ係数の
一組の基準フィルタ係数からの偏差に基づいてもよい。この偏差は、フィルタ係数と基準
値との数値差分としてあるいは実際のフィルタ係数と基準の一組のフィルタ係数との数値
差分の一部として設定することができるかもしれない。
【０１１６】
  適応型帰還相殺フィルタの係数は以前のサンプルまたはサンプルのブロックから決定さ
れてもよい。適応型帰還相殺フィルタの新係数すなわち適応係数は、現在のサンプルまた
はサンプルのブロックに対して決定されてもよく、現在のサンプルまたはサンプルのブロ
ックの信号特性に基づいてもよい。
【０１１７】
  一実施形態では、補聴器はさらに、利得補正部において処理パラメータを平滑化するよ
うに構成されたアタックフィルタとリリースフィルタを備えることができる。これはより
速い処理を可能にすると考えられる。
【０１１８】
  また既に述べたように、本発明の第２の態様は補聴器の信号処理装置の利得パラメータ
を調整する方法に関する。本方法は、補聴器の帰還相殺フィルタのフィルタ係数を監視す
る工程と、監視フィルタ係数に基づいて信号処理装置の利得パラメータを調整する工程を
含むことができる。
【０１１９】
  有利には、監視フィルタ係数は、以前のサンプルまたはサンプルのブロック（例えば、
直前のサンプルまたはサンプルのブロック）から決定されるとよい。
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【０１２０】
  一実施形態では、信号処理装置の利得パラメータの調整は、信号処理装置への入力信号
の利得調整を含むことができる。
【０１２１】
  有利には、信号処理装置の利得パラメータの調整はさらに、一組の基準フィルタ係数に
基づいてもよい。
【０１２２】
  また、利得パラメータの調整はさらに、帰還相殺フィルタのフィルタ係数の一組の基準
フィルタ係数からの偏差に基づいてもよい。
【０１２３】
  一実施形態では、信号処理装置の利得パラメータの調整は、複数の周波数帯において帯
域的手法で決定されても、あるいは広帯域において決定されてもよく、そして複数の周波
数帯において帯域的手法で行われる。
【０１２４】
  あるいは、信号処理装置の利得パラメータの調整は、複数の周波数帯において帯域的手
法で決定されても、あるいは広帯域において決定されてもよく、そして広帯域において行
われる。
【０１２５】
  一実施形態では広帯域は複数の周波数帯を備える周波数帯であり、好ましい実施形態で
は複数の周波数帯はオーバーラップする。好ましくは、オーバーラップは中心周波数の後
に帯域が連続的に順序付けされるとともに１つの帯域が帯域境界において次の帯域とオー
バーラップするように構成される。
【０１２６】
  帰還相殺は入力信号から推定帰還信号を減じることにより行うことができるのでさらに
有利である。これは帰還を抑制または低減すると考えられる。
【０１２７】
  信号処理装置は雑音低減および／またはラウドネス復元を行うように構成することがで
きるのでさらに有利である。これは、補聴器の使用者または装着者への快適な音声信号の
提供を可能にすると考えられる。
【０１２８】
  図６には、外部音声信号を受信するように構成された入力トランスデューサ３６を備え
る補聴器を概略的に図示する。入力トランスデューサ３６はマイクロホンとテレコイルを
備えることができる。あるいは入力トランスデューサ３６がマイクロホンを備えていても
よい。補聴器はさらに帰還相殺部３８を備える。補聴器はさらに信号処理装置４０を備え
る。補聴器はさらにレシーバ４２を備える。レシーバ４２は信号処理装置４０により処理
される音声を発する（すなわち送信する）ように構成される。レシーバ４２から送信され
た（すなわち発せられた）音声の一部は、矢印４４により図示されるように入力トランス
デューサ３６に漏れて戻ることがある。これにより、外部音声信号は上述のようにレシー
バ４２から漏れて戻る音声と混合することがある。
【０１２９】
  帰還相殺部３８の図示された構成は、当該技術領域で一般的に知られたいわゆる帰還経
路構成である、ここでは、帰還相殺部は、入力トランスデューサ３６により与えられた入
力信号から減算される帰還信号を加算器５４において生成する。しかしながら、別の実施
形態では帰還相殺部３８はフィードフォワード信号経路内に配置され得ることが理解され
る。
【０１３０】
  帰還相殺部３８は、帰還相殺に使用される１つまたは複数の以前のサンプルを保持する
記憶装置を備えることができる。さらに、帰還相殺部３８から信号処理装置４０への矢印
５８により図示されるように、帰還相殺フィルタの実際のフィルタ係数に関する情報は信
号処理装置４０の利得パラメータ（例えば利得自体）を調整するために使用することがで



(22) JP 5606731 B6 2014.11.19

10

20

きる。したがって、帰還相殺フィルタ３８の実際のフィルタ係数に関する情報は、補聴器
のフィードフォワード利得（例えば増幅）を調整するために使用することができると理解
される。具体的には、信号処理装置４０の利得は帰還相殺フィルタ３８の実際のフィルタ
係数が一組の基準フィルタ係数からどれだけずれるかに基づいて調整することができるが
、基準の一組のフィルタ係数は例えば補聴器のフィッティング中に（例えば販売者のオフ
ィスにおいて）帰還経路の測定値から生成されているとよい。
【０１３１】
  図７には、補聴器を提供する工程４６を含む方法を概略的に図示する。本補聴器は、信
号処理装置、信号処理装置に電気的に接続された入力トランスデューサ、信号処理装置に
電気的に接続されたレシーバ、レシーバから入力トランスデューサへの信号経路からの帰
還を抑制するように構成された適応型帰還相殺フィルタ、および信号処理装置への入力信
号の利得調整を行うように構成された帰還利得補正部を備える。本方法は、サンプル（例
えば、入力トランスデューサを介し受信された音声信号の信号サンプルのブロックを含む
）を記録する工程４８と、サンプルまたはサンプルのブロックと適応型帰還相殺フィルタ
の以前の係数とに基づく利得調整を決定する工程５０と、聴覚障害補償の前に利得調整を
適用する工程５２とを含む。
【０１３２】
  図８には、補聴器の利得パラメータを調整する方法の好ましい実施形態を概略的に図示
する。本方法は、補聴器の帰還相殺フィルタのフィルタ係数を監視する工程６３と、監視
フィルタ係数と一組の基準フィルタ係数とを比較する工程６５と、この比較に基づいて補
聴器の利得パラメータを調整する工程６７と、を含む。フィルタ係数と一組の基準フィル
タ係数とを比較する工程は、差分（例えば、実際のフィルタ係数と基準の一組のフィルタ
係数との数値差分）を決定することを含むことができる。さらに、本方法の有利な実施形
態は以下に定義されるように従属請求項に記載される。
【０１３３】
  上述の特徴は、任意の有利な方法で組み合わせることができる。



(23) JP 5606731 B6 2014.11.19

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】 【図６】

【図７】



(24) JP 5606731 B6 2014.11.19

【図８】



(25) JP 5606731 B6 2014.11.19

10

フロントページの続き

    合議体
    審判長  酒井  朋広
    審判官  萩原  義則
    審判官  井上  信一

(56)参考文献  特表２００８－５２３７４６（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              H04R25/00


	header
	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

